 (
印紙税法別表第一の第
１
号文書に該当します。
) (
収入印紙
●●
円
)著作権譲渡契約書

 (
「美術」「言語」「音楽」等著作物の種類を記載するとより明確です
。
)　株式会社●●●●●（以下「甲」という。）と、●● ●●（以下「乙」という。）は、乙が有する著作権の甲に対する譲渡に関し、次の通り契約（以下「本契約」という。）を締結する。

（著作物の特定）
第１条　本契約における本著作物とは、下記題号の●●の著作物をいう。
著作物の題号　　「●●●●●●●●●●●●●●●●」
 (
著作権の一部を譲渡する
契約も
できます。
)
（目的）
第２条　乙は、甲に対し、本契約締結日に、本著作物のすべての著作権（著作権法第２７条及び第２８条に規定する権利を含む、以下「本著作権」という。）を譲渡し、甲はこれを譲り受けた。

（対価）
第３条　甲は、乙に対し、本著作権の譲渡の対価及び本契約に基づく一切の対価として、金●●万円（消費税別途）を、本契約締結日後１ヶ月以内に、別途乙が指定する銀行口座に振り込む方法で支払う。
 (
著作者人格権
は、著作者に一身専属の権利で、譲渡することはできません
。
)
（著作者人格権）
第４条　乙は、本著作物に係る著作者人格権を行使しないことを保証する。
２　甲が乙に対し、本著作物に係る著作者人格権を侵害する第三者に対して、当該著作者人格権の行使を要請した場合、乙はこれに応じるものとする。

（保証）
第５条　乙は、甲に対し、本著作物が、第三者の著作権、商標権、プライバシー権、名誉権、パブリシティ権その他いかなる権利をも侵害しないものであることを保証する。
２　万一、本著作物に関して、第三者から権利の主張、異議、苦情、対価の請求、損害賠償請求等（以下総称して「紛争等」という。）がなされた場合、乙は、訴訟費用を含むすべての費用を負担して責任をもって紛争等を対処、解決するものとし、甲に対して一切の迷惑及び損害をかけないものとする。

（著作権の登録）
第６条　甲が本著作権の譲渡の登録をしようとする場合、乙はこれに協力する。ただし、費用は甲の負担とする。
（規定外事項）
第７条　本契約に定めのない事項又は疑義が生じた場合、甲、乙誠意をもって協議し、解決するものとする。

（裁判管轄）
第８条　前条の協議にもかかわらず、本契約に関し、甲乙間に紛争が発生した場合には、東京地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。

本契約の成立を証するため、本契約書２通を作成し、甲・乙記名捺印のうえ各１通を保有する。


　令和●年●月●●日


甲
東京都●●区●●●●●●●●●●●●
株式会社●●●●●
代表取締役　　●●　●●　　　　　印
[bookmark: _GoBack]

乙
東京都●●区●●●●●●●●●●●●

●●　●●　　　　　　　　　　　　印

 (
【
本
契約書式
の
使用
にあたっての注意事項
】
１．●の箇所には適宜任意に文字や数字をご入力の上、ご
使用
ください。
２．契約の内容は、
個別の事
案
により異な
ります。必ずしも、
本契約書式の内容が適当でない場合がございますので
、
必要に応じて専門家にご相談ください
。
３
．
本契約書式
の
内容
については、万全を期しておりますが、その全て
を
保証するものではございません。また法令等の改正等により文言・内容等が不適切になる場合もございますので、ご承知おきください。
４．
本契約書式を
使用
したことにより損害を受けられたとしても、日本弁理士会、日本弁理士会著作権委員会、
及び本契約書式を作成した個人は
一切
の
責任
を
負いかねますので、あらかじめご了承ください。
)
